
Ⅱ 平成23年度予算案のポイント



安心.して子‐どもを産み育|て|る.こ―とのできる.環‐境
―
の1整1備

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子育てに関す

る支援策を充実させるなど、総合的な子ども日子育て支援を推進する。

実

分 :1兆 9,479億 円

分 :     99億 円

―ビス分 : 500億 円

子 ども手当に関しては、所要額を平成 23年度予算に計上するとともに、

平成 23年度分の支給のための所要の法律案を平成 23年通常国会に提出 (給

付費分 1兆 9,479億円、事務費分 99億 円、現物サー ビス分 500億円)。

給付費総額 2兆 9,356億 円*1*2

*1 上記のうち、国負担分 2兆 2,077億 円 (厚生労働省予算 1兆 9,479億 円、国家公務

員分 560億円、地方特例交付金 2,038億 円)

*2 上記のうち、平成 23年度上積み分給付費 2,085億 円 (全額国費、10カ規 分)を含

む(12ケ月分の場合約 2,500億 円)。

現金給付に関しては、

①  3歳未満の子 ども一人につき月額 20,000円 を、3歳以上中学校修了まで

の子 ども一人につき月額 13,000円 を支給。

② 子 ども手当の一部 として、児童手当法に基づく児童手当を支給する仕組

み とし、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、

事業主が費用を負担。

③ ②以外の費用については、全額を国庫が負担。

地方が地方独自の子育て支援サービス (現物サービス)や待機児童対策 (最低

基準を満たす認可外保育施設への支援等)を新たに実施するために使えるよう、

次世代育成支援対策交付金を改組 し、新たな交付金を設ける (500億円)。

(注)保育料を子ども手当か ら直接徴収できるようにする。また、学校給食費については本人

の同意により子 ども手当か ら納付することができる仕組み とし、実効性が上がるような

取組を行 う。
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<主な施策>



○ 待機児童解消に向けた保育サービスと放課後児童対策の充実

41408億円(4,155億 円)

(1)待機児童解消策の推進など保育サービスの充実

4,100億円(3,881億円)

・待機児童の解消を図るため、保育所等の受入児童数を拡大。
0家庭的保育 (保育ママ)や延長保育、休日・夜間保育、病児・病後児保育な

どの充実。
0平成 22年 11月 29日 に取 りまとめられた 「待機児童ゼロ特命チーム」の 「国

と自治体が一体的に取 り組む待機児童解消 「先取 り」プロジェク ト」を推進す

るため、現物サービスを拡大するための新たな交付金 (再掲、新規 500億 円)

の うち 100億円程度を充てるとともに、平成 22年度補正予算で 1,000億 円を

追加 した 「安心こども基金」 (平成 23年度末までカバー、都道府県に設置)か
ら 100億円程度を施設整備等に充てることにより、平成 23年度は計 200億 円

程度を措置。

(2)放課後児童対策の充実 308億円(274億 円)

・総合的な放課後児童対策 (放課後子どもプラン)の着実な推進。

・放課後児童クラブの箇所数の増 (24,872か所→25,591か所)や開設時間の延

長の促進など、放課後児童対策を拡充 (「小 1の壁」の解消)。

○ 母子保健医療対策の充実 333億円 (317億円)

○ 不妊に悩む方への特定治療支援事業【特別枠】
・配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成。

95億円

(従来 1回 あた り 15万 円を年 2回、通算 5年までのところを、1年 目は年

3回まで対象回数を拡大 (通算 5年、通算 10回 を超えない))

O育 児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備

97億円 (98億円 )

・短時間勤務者や育児休業取得者等に関する処遇等のベストプラクティスを普及。

・賃金等の処遇や代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う

両立支援アドバイザー (仮称)(新規)を都道府県労働局に配置 (107人 )。

。両立支援に取り組む事業主に対し、中小企業に重点を置いて助成金を支給。

・「イクメンプロジェクト」の実施により、男性の育児休業取得を促進する社

会的気運を醸成。



(参考)【平成 22年度補正予算】

○ 保育サービス等の基盤の整備と児童虐待の防止等              968億 円

「安心こども基金Jを積み増すとともに事業実施期限を平成 23年度末まで延長。
・保育サービス等の充実

保育所の整備事業等を実施 (年間約 5万人の受入れ定員増等)。

。すべての家庭を対象とした地域子育て支援の充実

地域の創意工夫による地域の子育て力を育む取組や体制整備等。
・児童虐待防止対策の強化

子どもの安全確認の強化のための児童相談所や市町村の補助職員の雇い上げや広報啓

発、児童相談所や市町村の職員の資質の向上などを実施。

○ 妊婦健診に対する公費助成の継続                     111億 円

。平成 23年度も妊婦が必要な回数 (14日程度)の健診が受けられるよう支援。



厳LIヽ経1済1環1境1下1●お|け|る1菫1用|■労1働1政1策|の1推1鷺

現下の雇用情勢は、持ち直しの動きが見られるものの、依然として厳しい状況にある。

このような状況のなかで、ハローワークの職業紹介、雇用保険、雇用管理指導等の充

実口強化に加え、積極的就労・生活支援対策、非正規労働者の正社員化の推進、職業能

力開発の充実強化を図る。

また、国民が未来に対し希望を持つて安心して働くことのできる社会の実現のため、最

低賃金の引上げの推進、労働者の心身の健康確保のための対策等を実施する。

○ 求職者支援制度の創設 775億円(55億円)

・雇用保険 (失業給付)を受給できない方に、無料の職業訓練や訓練期間中の生活

支援のための給付 (10万 円/月 )を行 う制度を恒久化 (求職者支援制度の膚J設 )。

・ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支

援が必要と判断される方への担当者制によるマンツーマン支援を実施。

0雇 用保険の機能強化        2,147億 円(3,002億 円)

・雇用保険制度において、基本手当の充実や早期再就職のインセンティブの強化

によリセーフティネットとしての機能強化を図る。

※ 失業等給付費 として、2兆 298億円 (2兆 6,790億円)を計上。

○ 最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業【特別枠】(新規)

50億円

・賃金引上げに取 り組む中小企業の経営面 と労働面の相談等にワン・ス トップ

で対応する相談窓口を全国 (167箇所)に設置。

・最低賃金引上げの影響が大きい 13業界の全国規模の業界団体が、賃金底上

げを図るための取組を行 う場合に助成 (上限 2,000万 円、15団体)。

・ 最低賃金 700円 以下の地域の中小企業が、賃金を計画的に 800円以上に引き上

げ、労働能率の増進に資する設備導入等を行 う場合に助成 (助成率 1/2)(※ )。

※ 対象 :地域別最低賃金 700円 以下の 34道県、約 7,500企 業

支給要件 :1年当た り40円以上の賃金引上げなど

く主な施策>
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○ 新卒者、既卒者の就職支援 110億円(52億円)

・新卒者。既卒者専門の 「新卒応援ハローワーク」の一層の活用を促進。

・平成 22年度に倍増 (928人→2,003人)した 「学卒ジョブサポーター」によ

る高校 。大学等 と一体 となった就職支援や中小企業 とのマッチング等の推進。

0自 治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援 (「福祉から就労」

支援事業) 35億円(32億円)

・地方自治体とハローワークが協定を締結し、地方自治体とハローワークの担当

者により構成する支援チームが、生活保護受給者、住宅手当受給者、障害者等ヘ

の支援プランを策定し、個別求人開拓や担当者制による職業相談等を実施。

O雇 用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成の

ための職業訓練の充実強化 317億円(308億円)

。国や各地域に、関係機関による協議の場を設定 し、そこでの協議を経て、人

材ニーズを踏まえた訓練計画等を毎年取 りまとめる仕組みを創設。

。大学・短大等の学校教育機関を含む多様な訓練機関を活用 し、介護 。福祉、

医療、情報通信等の成長分野における職業訓練を推進。

○ 障害者に対する就労支援の推進 233億円(230億円)

障害者に対する就業面、生活面の双方からの支援を強化するため 「障害者就

業・生活支援センター」を拡充 (282箇所→322箇所 )。

ハローワークに精神障害者の雇用に関する総合的かつ継続的な支援を行 う専

門家を配置 し、精神障害者への専門的支援体制を充実。

0メンタルヘルス対策の推進 36億円(30億1門 )

・メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるス トレス等の要因に対

して、働 く方や職場において適切な対応が実施 されるようにするとともに、

事業場への支援体制を整備。

・業務上のス トレスにより精神障害にり患 した労働者への労災認定の迅速化を

図るため、労災認定の基準を見直 し。

※ 労働者災害補償保険法に基づ く業務災害や通勤災害を受けた労働者への

保険給付等 として 9,034億円 (9,094億円)を計上。



(参考)【平成22年度経済危機対応 。地域活性化予備費、平成22年度補正予算】

○ 新卒者就職実現プロジエクト 予備費120億円、補正予算495億円

。「経済危機対応 。地域活性化予備費」において「3年以内既卒者 (新卒扱い)採用拡大

奨励金」。「3年以内既卒者 トライアル雇用奨励金」 (「新卒者就職実現プロジェクトJ)

を創設 し、補正予算において積み増しし、平成 23年度末まで延長。
・補正予算において、「既卒者育成支援奨励金」を創設 し、長期の育成支援が必要な者を

支援。

<各奨励金の具体的な内容>
・ 3年以内既卒者 (新卒扱い)採用拡大奨励金 :正規雇用から6か月後に 100万 円
。3年以内既卒者 トライアル雇用奨励金 :有期雇用 (原則 3か月)1人月 10万円、正

規雇用から3か月後に 50万円
。既卒者育成支援奨励金 :有期雇用 (原則 6か月)1人月 10万 円、そのうちOf卜」T期

間 (3か月)は各月 5万円を上限に実費を上乗せ、正規雇用から3か月後に 50万 円

○ 緊急人材育成支援事業の延長 1,000億 円

・雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活給付を行 う
「緊急人材育成支援事業」について、「求職者支援制度」の制度化までの間延長。

９

“



信1頼‐で
―
き|る1年1金十彗度|の1構1築 |

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、年金記

録問題については、「国家プロジェクト」として、平成22年度に引き続き、解決に向けた

集中的な取組を進める。また、安心口納得できる年金制度の構築に向け、基礎年金国庫

負担2分の1の維持と、年金制度改革への取組を進める。

<主な施策>

0

○

年金給付費国庫負担   10兆 3,755億円 (10兆‐1,257億円)

平成23年度における基礎年金国庫負担割合について、2分の1を維持。

年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進

736億円 (427億円)

。被保険者名簿等の紙台帳等とコンピュータ上の年金記録について、高齢の

年金受給者等の記録から突合せを推進 (全体の約 3割 )。

0年 金制度の検討            1.1億 円 (2.8億円 )

・新たな年金制度の創設に向けた検討のため、国民各層との対話、意見聴取

等を実施。
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質011嵩■安定的な臨療十■ビスと健康で安全な生活の確保

各医療保険制度に関する必要な経費を確保し、国民皆保険制度を堅持する。

また、医師等の人材確保対策、救急医療・周産期医療の体制整備、革新的な医薬

品口医療機器の開発促進等を通じ、質の高い医療サービスを安定的に提供する。

さらに、働き盛り世代へのがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計

画的に推進するとともに、肝炎治療や肝炎ウイルス検査を促進する等の肝炎対策や新

型インフルエンザ等感染症対策、難病などの各種疾病対策、移植対策や生活習慣病対

策等を推進する。

○ 地域医療確保推進事業【特別枠】(新規)

(1)地域医療支援センターの整備

19億円

5.5億円

・地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援 と一体的に医師不足病院への医

師の酉己置等を行 うため、都道府県 (※ )力 実`施する 「地域医療支援センター」

の運営について財政支援を行い、各都道府県の医師確保対策の取組を支援。

(※ )平成 23年度は、先行的に、県内医師の地域偏在が大きい、へき地、無医地区が多い

等の 15の都道府県で実施予定。

(2)医師不足地域における臨床研修の充実 10億円
。医師不足地域の臨床研修指導医や研修医を確保するため、大学病院や都市

部の中核病院と医師不足地域の中小病院 。診療所が連携した臨床研修を行

うことについて財政支援を実施。

(3)チーム医療の総合的な推進            3.6億 円
。医療関係職種の活用の推進や役割の拡大によリチーム医療を推進 し、各職

種の業務の効率化・負担軽減等を推進。

・質の高い医療サー ビスを実現するため、チーム医療の安全性や効果の実証

を実施。

○ 働く世代への大腸がん検診推進事業【特別枠】(新規)  41億円
。新たに、大腸がん検診について、働き盛 りの世代 (40歳 、45歳、50歳、55

歳、60歳 )が無料で検診を受けることができる体制を整備。

<主な施策>
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国 民の安 心を守る肝 炎対策 強 化 推進 事 業 【特 別 枠 】(新規 )35億 円
。40歳以上の 5歳亥」みの方を対象 として肝炎 ウイルス検査受検に関する自己

負担の軽減が可能な個別勧奨メニューを追加 し、未受検者の受検を促進。

・治療を要する方を適切な治療へ導くための人材養成や肝炎患者支援手帳の作

成・配布など、肝炎の早期発見・早期治療のための支援施策を推進。

O HTLV-1関連疾患に関する研究の推進 10億円(2.3億円)

・HTLV-1(ヒ トT細胞白血病ウイルス 1型)への感染対策や、これにより発症す

るATL(成人 T細胞白血病)、 地鵠I(HTLV-1関連脊髄症)の治療法等の研究を総

合的に推進するため、HTLV-1関連疾患研究領域を創設 し、研究費を拡充。

後発医薬品の使用促進
。後発医薬品の品質・安定供給の確保、

境整備 に関す る事業等 を実施。

4,7億円 (4.2億円)

情報提供の充実や普及啓発等による環

フィブリノゲン製剤納入先医療機関訪間調査の実施 (新規 )

20百万円
。フィブリノゲン製剤を納入した厚生労働省所管の全ての医療機関及び全ての

国立大学病院に対し、厚生労働省職員による訪問調査を実施 (平成 23年度 :

159箇所)。

各医療保険制度等に係る医療費国庫負担

9兆8,744億円 (9兆4,043億円)

・各医療保険制度等に係る国庫負担に要する経費を確保し、その円滑な実施を

推進。

0健 康保険組合等への支援措置 311億円(322億円)

・高齢者の医療費に係る拠出金負担が重く、運営に困難をきたしている健康保

険組合等の負担軽減を図るため、高齢者医療運営円滑化等事業を充実。

O健 康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジエクトの推進

【特別枠】(新規)(後述・次ページ参照) 131億円
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(参考)【平成 22年度補正予算】

○ 都道府県を単位とした高度・専門医療、救急医療等の整備・拡充等 2,100億 円

・都道府県に設置されている。「地域医療再生基金Jを拡充し、高度・専門医療や救命救

急センターなど都道府県 (三次医療圏)の広域的な医療提供体制を整備・拡充する。

○ 子宮頸がん等のワクチン接種の促進 1,085億 円

・地方自治体における子官頸がん予防ワクチン・ヒブ (ヘモフィルスインフルエンザ菌

b型)ワ クチン・小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業に対して、者6道府県に基金を設

置して財政支援を行 う。

○ 新型インフルエンザ対策の推進 113億 円
。新型インフルエンザが発生した場合に備え必要なプレパンデミックワクチンを確保

するため、一部ワクチンの有効期限切れに対応 して、新たなワクチンの備蓄等を行

う。

〈健康長寿社会実‐現のた.めのライフ・ イノベーションプロジエクトの推進〉

【特別枠】(新規)

① 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 57億円

(※ うち 11億 円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業を重複計上)

(※うち 77億円は世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点整備事業を重複計上 )

・難病やがん等の疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療

技術の臨床実現化のための研究等を推進。

※難病に関する研究は、既存の事業とあわせて100億 円(うち特別枠20億円)

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業
13億円

・がん患者が仕事 とがん治療 を両立できるよ うな 日常生活の質の向上に資す る

新たな治療法 として、 日本発のがんワクチン療法の実用化 に向けた臨床開発

研究を強力に推進。

③ 世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点

整備事業 33億円

・ ヒ トに初めて新規薬物・機器を投与 。使用する臨床試験等の実施拠点を整備

するため、対象医療機関における人材の確保、診断機器の整備等に係 る財政

支援を実施 (がん等の重′点疾患分野ごとに拠点を選定 し、計 5箇所を整備す

る予定)。
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④ 先端医療技術等の開発・研究推進事業(国立高度専門医療研究セ

ンター)                     43億 円

(※ うち2億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業を重複計上 )

。国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性等を活かし、バイオ

リソース (血液等の生体試料)等の蓄積、先端医療技術等の開発を進めると

ともに、知的財産管理のための人材を確保。

⑤ 日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推
進事業 99百万円

・ 日本発シーズ (医薬品 。医療機器の候補 となる物質・技術等)の実用化に向

けて、産学官からなる懇談会を設置 し、相談対象範囲の選定等を検討 した上

で、大学・ベンチャー等を対象に、治験に至るまでに必要な試験や有効性・

安全性の評価法等にかかる実質的 。実務的な相談 (薬事戦略相談)を実施。

⑥ 医療情報データベース基盤整備事業 3.7億円

(※基盤整備に必要な経費の1/2を国が負担し、残りの1/2は (独 )医薬品医療機器総合機構が負担)

・全国の大学病院等 5箇所に 1,000万人規模のデータを収集するための医療情

報データベースを構築するとともに、独立行政法人医薬品医療機器総合機構

に情報分析システムを構築 し、医薬品等の安全対策を推進。

⑦ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業 83百万円
。福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器

等を対象として、臨床的評価や介護保険施設等におけるモニター調査等を実施。
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高齢者が要介護状態になつても住み慣れた地域で安心して過ごすことができる環境

を整備するため、「地域包括ケア」を推進するとともに、安定的な介護保険制度運営の

確保や地域における介護基盤の整備等を通じて、安心で質の高いサービスの確保を図

る。

| ○ 認知症高齢者グループホーム等の防災対策上必要な改修等の支援      302億 円

| ○ 地域の日常的な支え合い活動の体制づくり                 200億 円

|  ・NPO法人、福祉サービス事業者等の協働による、見守 り活動チームや生活 。介護支援サ

|  ポーター等の人材育成、家族介護者支援、地域資源を活用した徘徊 SOS等のネットワー

|  クの整備等に対する助成を行 う。

<主な施策>

024時間対応の定期巡回・随時対応サービス等の推進

【特別枠】 (新規)            27億 円(8.1億円)

・高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を継続できる社会の構築のため、24時

間対応の定期巡回 。随時対応サービスを実施 (60箇所 )。

○ 介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施

(新規) 9.4億円
・特別養護老人ホーム、障害者 (児)施設や在宅等において、適切にたんの

吸引等を行 うことができる介護職員等の各都道府県における養成を支援。

認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進

27億円 (36億円 )

地域における市民後見活動の仕組みづ くりの推進を図るとともに、地域包括

支援センター等に認知症コーディネーターを配置するなど、市町村圏域等に

おける認知症施策を一層推進。

安定的な介護保険制度の運営

2兆2,679億円 (2兆 1,501億 円)

・介護保険制度を着実に実施するため、介護給付、地域支援事業等の実施に必

要な経費を確保。介護給付費の適正化事業を一層推進。

○

○
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障害があつても当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実

現するため、良質な障害福祉サービスの確保や地域生活支援事業の着実な実施、精

神障害者や発達障害者への支援施策の推進等を図る。

また、平成 22年 12月 10日 に公布された障害者自立支援法等の一部改正法 (議員

立法)について、「平成 24年 4月 1日 までの政令で定める日」の施行については、以下

のとおりとする。

・グループホーム・ケアホーム利用の際の助成 → 平成 23年 10月 1日 施行

(利用者 1人につき月1万円を上限 (市町村民税課税世帯を除く))

・同行援護 (重度視覚障害者の移動支援)→ 平成 23年 10月 1日 施行

日その他の事項 → 平成 24年 4月 1日 施行

さらに、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。

○ 障害者の地域移行日地域生活支援のための緊急体制整備事業

【特別枠】 100億円

① 市町村による地域移行推進重点プラン (夜間も含めた緊急対応や緊急一時

的な宿泊等、障害者が地域で安心して暮らすための地域支援策を盛 り込ん

だプラン)の作成と支援体制の整備 (100箇所で実施)、

② 在宅の精神障害者への医療・保健 。福祉にわたる多職種によるアウトリーチ

(訪問支援)事業 (25箇所で実施 (定額補助))、

③ 地域生活の核となるグループホーム (障害福祉計画の目標 :8.3万人分を達

成)等の住まいの場の整備、

を緊急的かつ総合的に推進。

○ 良質な障害福祉サービス等の確保   6,787億 円 (6,159億円 )

。障害者等が地域で暮らすために必要なホームヘルプ、グループホーム、就労

移行支援等の障害福祉サービスを計画的に確保。

・地域生活支援事業について、市町村等における事業の着実な実施及び定着。

<主な施策>
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○ 障害者に対する良質かつ適切な医療の提供
1,991億円(1,954億円)

。心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療 (精神通院医療、身体障害者の

ための更生医療、身体障害児のための育成医療)を提供。

○ 地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ(訪間による支援)体制

の確立【特別枠】(新規)

○ 認知行動療法の普及の推進

7億円

98百万円

うつ病の治療において有効性が認められている認知行動療法 (う つ病になりや

すい考え方の偏 りを、面接を通 じて修正 していく療法)の普及を推進。

○ 発達障害者等支援施策の推進 ア.8億円 (7.5億円 )

。自閉症や学習障害、注意欠陥多動性障害などの発達障害のある方や家族に、

ライフステージを通 じた一貫 した支援体制を強化。

・発達障害等に関する知識を有する専門員が、保育所等の子 どもやその親が集ま

る施設・場を巡回し、施設のスタッフや親に、障害の早期発見・早期対応のた

めの助言等の取組を実施する市町村 (66箇所)への支援を実施。

|(参考)【 5平成 22年度補正予算】

|○ 障害者自立支援対策臨時特例基金への積み増し 391意 円

・施設サービスの昼夜分離や就労支援の充実等の新体系サービスヘの移行に必要となる施設改

修や設備の充実を推進するとともに、発達障害者に対する情報支援機器や障害者のための自

立支援機器の開発・普及のため、基金への積み増しを行 う。

○ うつ病に対する医療等の支援体制の強化 76億 円
。地域におけるうつ病に対する医療等の支援体制の充実のため、地域自殺対策緊急強化基金ヘ

の積み増し等により、精神科医療に携わる医師、看護師、薬斉1師等に対する研修や、かかりつ

け医と精神科医の連携体制を強化する等の取組を促進する。

20



その他の主な施策

O被 保護者の社会的な居場所づくりの支援
セーフティネット支援対策等事業費補助金(200億円)の内数

・ NPO、 市民等 と行政 とが協働する 「新 しい公共」により、社会から孤立しが

ちな生活保護受給者への様々な社会経験の機会の提供や、貧困の連鎖を防止

するために生活保護世帯の子 どもへの学習支援を実施。

0生 活保護に係る国庫負担   2兆 5,676億円 (2兆2,006億円)

。生活保護を必要としている方について適切な保護を行う。

|(参考)【平成 22年度補正予算】

|  ○ 貧困口困窮者の「絆」再生事業の実施 100億円

|  。「職Jと 「住まい」を失 うなど支援がなければホームレスとなるおそれのある方等に

1   対 して、llPO等民間支援団体と協働 した総合相談や緊急一時宿泊施設の提供等により、

1   地域生活への復帰、路上化予防、再路上化防止を図る。

|  ○ 生活福祉資金貸付の事業の実施に必要な体制整備 500億円

|  ・低所得世帯を対象とした 「生活福祉資金貸付事業」において、貸金業法の改正により

1   消費者金融からの借入が制限された方等からの相談体制の整備や貸付原資の確保等を

1  行 う。

1 0 「『住まい対策』の拡充」の延長 (制度見直し)

・離職者への住宅手当の支給、就労支援員の配置などの「住まい対策」について、既存

の緊急雇用倉1出事業臨時特例基金を活用し、平成 22年度末までの事業実施期間を平成

1   23年度末まで延長する。

○ 自殺 =うつ病対策の推進 49億円(36億円)

・障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、未治療者、治療を中断してい

る重症の患者などへのアウトリーチ (訪問支援)を実施するとともに、うつ病

の治療において有効性が認められている認知行動療法の普及を推進 (再掲)。

。地域での効果的な自殺対策の推進や民間団体の取組支援、自殺予防のための

相談体制の充実 と人材育成等を引き続き推進。

|(参考)【平成22年度補正予算】                            l
lOうつ病に対する医療等の支援体制の強化(再掲)              76億 円

|
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○ 平和を祈念するための硫黄島特別対策事業【特別枠】
11.6億円(1,7億円)

。国内最多数の御遺骨が眠る硫黄島において、政府一体となって御遺骨の帰還

や戦没者の慰霊を推進。

(平成 22年度補正予算にて約 1.9億 円を措置。合計 13.6億 円)

(参考)【平成 22年度補正予算】

○ 遺骨帰還事業の推進【一部特別枠】 64億円

。政府一体 となつて御遺骨の帰還や戦没者の慰霊を推進するために必要な整備を行 う。
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(参考 )「元気な日本復活特別枠」の要望

0ヽ
∞

事 項

平成23年度

予算案

(億円)

備考

新卒者就職実現プロジェク ト
(120億円)

(495億 円 )

・平成22年度経済危機対応・地域活性化予備
費「新卒者就職実現プロジェクト」
・平成22年度補正予算「新卒者就職実現プロ
ジェクトの拡充」
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障害者の地域移行・地域生活支援のための緊急体制整備事業 100
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認知症高齢者グループホーム等防災補強等支援事業 (302億 円 )

平成22年度補正予算「認知症高齢者グループ
ホーム等防災改修等支援事業」の一部

os温権靱猟轟脹
■■■■■■|■
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|

最低賃金ヨI上げに向けた中小企業への支援事業 50

|

“

輔

生活・居佳セーフティネット支援事業 (500億 円 )

平成22年度補正予算「生活福祉資金貸付事業
の実施に必要な体制整備」事業の一部
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働く世代への大腸がん検診推進事業 41

「:||1郡

不妊に悩む方への特定治療支援事業 95

:     | t34

平和を祈念するための硫黄島特別対策事業
12

(64億 円 )

平成22年度補正予算「遺骨帰還事業の推進」
菫業の一部




